
Ⅱ. 中部地方における地域資金循環の動向について 
 
ホームページ等資料探索調査、電話ヒアリング調査、訪問ヒアリング調査の結果から、表 1、表 2に
示す通り中部地方における地域資金循環の取組を類型化することができた。 

 
 
 

預金金利優
遇

エコ定期設
置

エコ信託設
置

CO2削減 △ △ △

ゴミ減量 △

環境マネジメントシステム支援（ISO等
認証取得支援、環境活動支援）

環境対策
（設備等）

環境ビジネス関連事業支援 ○

研究開発支援 △

発展段階別支援資金 △ ○ ○

分野指定資金

農業系支援

林業系支援 △

啓蒙 活動 ◎ △

市民エコ行動促進

企業支援

市民活動支援 （NPO）

プロジェクト支援

■金融方法：集める(in)

手段→
↓対象↓

預金等
出資 寄付 私募債

 
＊枠内に当てはまる金融機関の数  ◎…10件以上  ○…3～9件  △…1～2件 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 1 資金循環類型表（資金を集める） 
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融資金利優
遇

融資基準設
置

金融機関負
担

預金者負担

エコカーローン （車種指定） ◎

エコカーローン （購入者指定） △

エコ住宅ローン
（省エネ住宅等の新築/リフォーム） ◎

エコ住宅ローン
（工法・木材） ○

エコ住宅設備ローン ◎

CO2削減 △

ゴミ減量

環境マネジメントシステム支援（ISO等
認証取得支援、環境活動支援） ◎

環境対策
（設備等）

△ ○ △

環境ビジネス関連事業支援 △ ○ △

研究開発支援 △

発展段階別支援資金 ◎ ○

分野指定資金 ◎

農業系支援 ○

林業系支援 △ △ △

△啓蒙 活動

事業 その他

■金融方法：使う（out)

←手段→
↓対象↓

融資 寄付・助成

市民エコ行動促進

企業支援

プロジェクト支援

市民活動支援 （NPO）

 
＊枠内に当てはまる金融機関の数  ◎…10件以上  ○…3～9件  △…1～2件 

 

表２ 資金循環類型表（資金を使う） 
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Ⅱ－１ 金融方法による類型 
 金融機関を主体として、「集める」「使う」という資金の流れを把握する目的で、調査結果をもと

に金融方法・手段について類型化を行った。 
   

１）集める…市民等から資金を集める手段として、「預金等」、「出資」、「寄付」、「私募債」に 

      分類した。 

     ア 預金等  

       ・多くの金融機関において、預金金利優遇、エコ定期預金、エコ信託などの金融商品

が普及していた。 
     イ 出資 

       ・実質的に預金に近い金融手段であるが、ＮＰＯバンクのように配当等を行わない形

で市民等から資金を集めるケースもあるため、「出資」という類型項目を設けた。 
          ウ 寄付 
       ・寄付には、金融機関が受付窓口のみを行うケースのほかに、自社商品に組み込まれ

た預金からの寄付や金利からの寄付を預かるケースがあった。 
     エ 私募債 

       ・環境ビジネス等へ投資することを目的に私募債を発行して資金を集める方法が一部

の金融機関で見られた。特に環境分野への優遇措置として、私募債発行手数料を減

額したり、環境特別枠を設定するなどの工夫が見られた。 
 
  ２）使う…資金を使って環境コミュニティビジネス等を支援する手段として、「融資」、「寄付・助成」、

「事業」、「その他」に分類した。 

     ア 融資 

       ・多くの金融機関において、金利優遇や融資基準設置により、環境対応の事業や活動

を誘発する取組が見られた。 
     イ 寄付・助成 

       ・寄付や助成は、返済を必要としない「渡しきり」の形で資金支援する方法であり、

その財源としては、金融機関が負担するもの、預金者が負担するもの、共同で負担

するものが見られた。 
     ウ 事業 

・環境コミュニティビジネス等の事業そのものに資金を投入する方法であり、特に自

然エネルギー系の事業を行う場合には、多額の設備投資を伴うことから、融資と組

み合わせて市民ファンドを組む事例が見られた。 
     エ その他  

・金融機関では預金者に粗品を進呈するサービスは一般的であるが、エコ定期等の預

金者に対して特別にエコバッグ等をプレゼントするなど、様々な方法で環境保全活

動を誘発する取組が見られた。 
   



 4 

Ⅱ－２ 支援目的による類型 
    金融機関を主体として、具体的にどのような環境コミュニティビジネス等を対象に支援している

か、という視点から、支援目的について類型化を行った。 
    

１）市民のエコ行動支援 

 …市民の環境行動を誘発する金融支援として、「エコカーローン」、「エコ住宅ローン」、 

 「エコ設備ローン」、「ＣＯ²削減」、「ごみ減量」に分類した。 

     ア エコカーローン 
       ・環境負荷の低い車種を指定するものに加えて、女性ドライバーのみを対象としたエ

コカーローンも見られた。 
     イ エコ住宅ローン  

・環境負荷の低い工法を指定するローンや長期優良住宅をはじめとした省エネ住宅を

建築する際に、金利を優遇するローンが見られた。また、新築に限らずリフォーム

においても、一定の基準を満たすエコ改修について、融資基準や金利を優遇するロ

ーンが開発されている。 
     ウ エコ設備ローン 
       ・太陽光発電、太陽熱温水器、エコキュート等の環境対応の設備を導入する際に、融

資枠を設定して優遇するものが見られた。 
     エ ＣＯ²削減 

・個人の環境行動を誘発する目的で、「環境保全活動取組チェックシート」とセット で

金利を上乗せする積金を提供する取組が見られた。 
     オ ごみ減量 
       ・市民のごみ減量活動に連動して定期預金の金利を変動させるインセンティブ型の商

品が見られた。 
    

２）企業支援 

  …企業の環境活動や環境ビジネスを促進する金融支援として、「環境マネジメントシステ 

   ム支援」、「環境対策(設備等)」、「環境ビジネス関連事業支援」、「研究開発支援」に分 

   類した。 

     ア 環境マネジメントシステム支援 
・ISO14000 等の環境認証取得支援や企業の環境活動支援で融資優遇を行ったり、助
成金を出す資金支援が見られた。 

     イ 環境対策（設備等） 
       ・企業の環境対策として、省エネ型の設備投資や自然エネルギー活用型の設備投資を

する際に、資金優遇を行うものが見られた。 
     ウ 環境ビジネス関連事業支援 
       ・環境ビジネスを新規事業とする企業に対して、優先的に融資を行う資金支援事例が

見られた。 
     エ 研究開発支援 
       ・環境負荷低減に関わる研究開発に限定した融資枠を設定する資金支援事例が見られ
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た。 
    

３）市民活動支援（NPO） 

  …NPO への活動資金の支援について、「発展段階別支援資金」と「分野指定資金」に分 

   類した。 

     ア 発展段階別支援資金 
・立ち上げ時に特化した資金援助を行うケースと、その後の活動資金の援助を行うケ

ースが見られた。 
     イ 分野指定資金 
       ・環境、福祉、文化継承、子育てなど活動の分野を指定して NPO 活動を支援するケ

ースが見られた。 
    

４）プロジェクト支援 

  …１）～３）のような活動主体に対して支援を行う以外に、プロジェクト全体を支援す 

   るものとして、「農業系支援」と「林業系支援」に分類した。 

     ア 農業系支援 
       ・里山を保全したり、有機農業を支援するなど、農業全般のプロジェクトを資金支援

する例が見られた。 
     イ 林業系支援 
       ・森林を保全したり、林業そのものを支援する目的で、資金支援する例が見られた。 
    

５）啓蒙活動…環境保全全般に関わる啓蒙活動に資金支援を行う事例が見られた。 
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Ⅱ－３ 委託・連携先による類型 
   市民や事業者による環境コミュニティビジネス等を支援する際に、金融機関だけでは専門的な情

報やノウハウが不足していることが多く、どのようなセクターと連携して支援活動を展開するかが、

重要なファクターの一つとなっている。このため、委託・連携先による類型化も下記のとおり検討

した。 
    

１）金融機関の配下にある財団法人 

     ・地域の環境保全活動に対して資金を支援するとき、多くの金融機関では、配下にある財

団法人を通して支援していた。 
    

２）NPO 中間支援組織 

     ・多様な NPOやコミュニティビジネス等を継続的に支援してきたケースでは、NPOの中
間支援組織と連携した資金支援が展開されていた。 

    
３）主旨に合った NPO・市民団体 

     ・金融機関が設定したテーマで、効果的に支援事業を展開するため、その分野において専

門性の高い NPOと協働するケースが見られた。 
    

４）金融機関  

     ・多くの信用金庫や労働金庫では、他の金融機関を連携先として事業を展開しているケー

スが見られた。その際、「信金同士の連携」、「労金内の連携」、「NPOバンクが地元金融
機関と連携」、「市民ファンドなどの直接金融が金融機関と連携」、といった様々なケース

がありうる。 
    

５）行政 

     ・より公益性を持った支援事業とするため、行政（国・地方公共団体）と連携して環境保

全に関わる資金循環を促すケースも見られた。 
 
 


